第１号様式

平成　　年　　月　　日

　財団法人にいがた産業創造機構

　理事長　泉　田　裕　彦　　様

（ニュー･エジソン候補者）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所

氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

平成２０年度「にいがた・ニュー・エジソン育成事業」創業事業計画認定申請書

　標記事業の創業事業計画書を作成したので、別紙のとおり申請します。
　なお、申請にあたっては、以下の注意事項を了承した上で、提出いたします。

【注意事項】

※　応募書類の内容については、特別なノウハウや営業上の秘密事項に関して、あらかじめ法的保護を行うなど、申込者の責任で対応することに同意します。

※　創業事業計画書ならびに提出書類について、審査終了後、(財)にいがた産業創造機構が保管することに同意します。

※　助成対象者となった（審査に採択された）場合、申込者名・事業概要等について、公表することに同意します。

※　本事業への応募に係る提出書類に記載された個人情報等について、(財)にいがた産業創造機構が以下の目的で利用することに同意します。

　◇　本事業における補助金交付対象者の評価・選定のため。

　◇　応募受付後の事務連絡、資料送付等のため。

◇　応募情報を統計的に集計・分析し、事業者を識別・特定できない形態に加工した統計データを作成するため。

　　　　　◇　(財)にいがた産業創造機構が行う各種施策・サービスに関する情報の提供のため。
（注１）事業の内容を理解してもらうために有用と思われる資料がありましたら添付してください。

別紙

にいがた・ニュー・エジソン育成事業

創業事業計画書　新規申請者用
目次
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（１）資金調達内訳

（２）資金支出内訳

（添付資料）

・創業事業計画　概略図　
１．ニュー・エジソン候補者の概要

	ふりがな

氏　　名
	

	自宅住所
	（〒　　　－　　　　）

TEL（　　　－　　　－　　　　）FAX（　　　－　　　－　　　　）

	生年月日
	昭和　　　年　　　月　　　日生まれ　（満　　　歳）　　　　（平成２０年4月1日現在）

	現在の

所　　属
	企業名、大学名等を記載すること。

	職　　名
	

	現在の所属機関所在地
	（〒　　　－　　　　）

TEL（　　　－　　　－　　　　）FAX（　　　－　　　－　　　　）

	最終学歴
	昭・平　　　年　　　月
	卒業・卒業見込

	職　　歴
	昭・平　　　年　　　月
	

	
	昭・平　　　年　　　月
	

	
	昭・平　　　年　　　月
	

	研究歴・

専攻
	これまでの研究歴・専攻を配属先も含めて記載すること。

	今までに習得した知識・技能等
	大学等で勉学した専門知識のみならず、広く修得している知識・技能等を記載すること。

	保有特許等の有無
	有　・　無
	保有特許等の件数
	

	主な特許・実用新案等の名称




２．創業の概要

	事業名
	創業の概要が分かる適当な計画名を記載すること。

	事業区分
	住宅・建築　医療・福祉　生活文化・生活支援　環境・リサイクル

新エネルギー・省エネルギー　情報・通信　バイオテクノロジー

新製造技術　流通・物流　人材・教育　ビジネス支援　等

	事業の概要

事業全体の内容について、コンパクトに要領よく読者の興味を引くように書くこと。

内容の構成例

①どんな目的で事業をやるのか

②目標はなにか

③どんな事業か

④どんな製品やサービスなどをマーケットに提供するのか

⑤どのくらいの資金が必要か

⑥この事業を行うことにより、県内産業にどのような効果が見込めるか　　など


３．創業事業計画の内容

（１）創業の内容

	創業の目的
	創業の目的、使命、会社としての最終目標などを具体的に記載すること。

	創業予定日
	会社を設立する予定日を記載すること。

	創業予定場所
	住　所：

　　会社を設立する予定の住所を記載すること。
そこを拠点とする理由：

　　そこを拠点とした理由を具体的に記載すること。


	予定会社名
	設立予定の会社名を記載すること。

	代表者
	

	予定する資本金
	千円

	出資者
	出資者名
	出資額（出資比率）
	出資者の所属及び職

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（２）事業の内容

①事業の基礎となる技術、アイデアの内容

	今回の創業の基礎となる技術やノウハウ等の内容を記載すること。

（特許等の取得があればその旨記入のこと）



　②事業の基礎となる技術、アイデアの新規性・独創性

	創業の基礎となる技術やノウハウ等の新規性や独創性や、同業他社と比較した場合の技術力、知的所有権

等の優位性について具体的に記載すること。



　③事業化の方針

	現在の進捗状況及び独創的技術やノウハウを事業化するための方針と課題・問題点等を記載すること。


　④事業化に向けての協力体制
	協力企業の有無
	有り　　　無し

	協力企業の概要と協力内容

（有りの場合）
	企業名：

　協力企業名を記載すること。

企業の概要：

　協力企業の資本金、従業員数、主な事業内容、業績等を記載すること。

協力内容：

　事業化に向けて協力企業からどのような支援を受けるのか、具体的に記載すること。

	協力企業を必要としない理由

（無しの場合）
	　協力企業を必要としない理由を具体的に記載すること。


※協力企業とは

　創業には、ヒト・モノ・カネといった経営資源が必要ですが、創業段階でこれらを全て独力で満たすことは容易ではありません。しかし、不足する経営資源を経験豊かな既存企業（経営者）から補ってもらうことで円滑に立ち上げていくことが可能になります。不足する経営資源を補い、事業の円滑な立ち上げに協力してくれる既存企業（経営者）を協力企業と定義しています。

（３）市場分析

①市場特性

	製品・サービスを提供しようとする市場の特性（顧客層、価値観、行動特性、需要特性など）に対して、

県内で創業することとの関連性について記載すること。


　②市場規模と動向

	製品・サービスを提供しようとする市場の規模およびその動向について記載すること。


　③市場の将来性

	製品・サービスを提供しようとする市場の今後の成長性等について記載すること。
	


（４）営業・販売戦略
①営業・販売の方針

	製品・サービスを提供しようとする市場に対する営業・販売と販売戦略についての自社方針に

ついて記載すること。


　②営業・販売の方法

	製品・サービスを提供しようとする市場に対して行う営業・販売の方法について記載すること。


　③営業・販売体制

	製品・サービスを提供する仕組み（自社内体制・社外協力体制等）について記載すること。
	


（５）競合・リスク分析

①競合企業または競合業界

	製品・サービスを提供しようとする市場において、現在想定される競合企業または業界と、今後参入

する可能性がある企業または業界について記載すること。


　②参入の障壁

	製品・サービスを提供しようとする市場へ参入する際に障壁となる要因（規制・商習慣等）について

記載すること。


　③予想されるリスク

	当該市場に参入するにあたり予想されるリスクについて記載すること。


４．事業スケジュール

	年　度
	ス　ケ　ジ　ュ　ー　ル

	平成２０年度
	今後３年間の実施スケジュール（創業までのスケジュールと創業後の事業活動スケジ

ュール［研究開発、事業企画、製造、販売、サービス等］）を考えられる範囲で記載す

ること。

	平成２１年度
	

	平成２２年度
	


５．今後３ヶ年の事業計画

（１）設備投資計画

　①設備投資の内容

	物件名
	仕　様　・　用　途
	投資金額(千円)

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


　②設備投資スケジュール

	物件名
	平成１９年度
	平成２０年度
	平成２１年度

	購

入

物

件
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	リース物件
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


【設備投資計画に関するコメント】

（２）販売計画

	製品・サービス
	平成２０年度
	平成２１年度
	平成２２年度

	
	数量
	単　価
	金　額
	数量
	単　価
	金　額
	数量
	単　価
	金　額

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　　　　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	


【販売計画に関するコメント】

（３）人員計画

	職　　　種
	平成２０年度
	平成２１年度
	平成２２年度

	
	人数
	単　価
	人件費
	人数
	単　価
	人件費
	人数
	単　価
	人件費

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　　　　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	


【人員計画に関するコメント】

（４）平成２０年度の社内体制

	役職名・担当職名
	氏　　　名
	年　齢
	主な略歴・職歴

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


【 組織図 】

　　

（５）資金計画
（単位：千円）

	営業期
	～
	～
	～

	資金調達
	自己資金
	
	
	

	
	増資
	
	
	

	
	金融機関からの借入
	
	
	

	
	その他からの借入
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	小　　計
	
	
	

	資金需要
	土　地　
	
	
	

	
	建物・付属設備
	
	
	

	
	設　備
	
	
	

	
	器具・備品
	
	
	

	
	車両運搬具
	
	
	

	
	その他
	
	
	

	
	小　　計
	
	
	


※助成金は精算払いになりますので、助成金支払時まで助成金相当額の負担が必要になります。

【資金調達と使途に関するコメント】

（６）損益計画
（単位：千円）

	項　　　　目
	平成２０年度
	平成２１年度
	平成２２年度

	① 売上高
	
	
	

	② 売上原価
	
	
	

	③ 売上総利益（①－②）
	
	
	

	販売費及び管理費
	人件費（給与・役員報酬）
	
	
	

	
	法定福利費・福利厚生費
	
	
	

	
	賃借料
	
	
	

	
	広告宣伝費
	
	
	

	
	旅費・交通費
	
	
	

	
	通信費
	
	
	

	
	水道光熱費
	
	
	

	
	④ 減価償却費
	
	
	

	
	支払利息等
	
	
	

	
	その他経費
	
	
	

	⑤ 販売管理費 計
	
	
	

	⑥ 営業利益（③－⑤）
	
	
	

	⑦ 営業外収入
	
	
	

	⑧ 営業外支出
	
	
	

	⑨ 経常利益（⑥＋⑦－⑧）
	
	
	

	⑩ 特別利益
	
	
	

	⑪ 特別損失
	
	
	

	⑫ 税引前当期利益（⑨＋⑩－⑪）
	
	
	

	⑬ 法人税等充当額
	
	
	

	⑭ 税引き後当期利益（⑫－⑬）
	
	
	

	⑮ 償却前税引き後利益（④＋⑭）
	
	
	


６．今後３ヶ年の資金繰り（１年目）※助成金は精算払いになりますので、助成金支払時まで助成金相当額の負担が必要になります。　（単位：千円）

	
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月
	１０月
	１１月
	１２月
	１月
	２月
	３月
	合　計

	
	前月繰越高①
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	経常収入
	現金売上高
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	売掛金回収
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	受取手形入金
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	受取手形割引
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	雑収入・その他
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	経常収入計②
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	経常支出
	現金仕入支払
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	買掛金支払
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	支払手形決済
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	人件費・諸経費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	支払利息・雑支出
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	経常支出計③
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	経常収支尻④（②-③）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	経常外収入
	短期借入金
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	長期借入金
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	増資・その他
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	経常外収入⑤
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	経常外支出
	短期借入金返済
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	長期借入金返済
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	設備費・その他
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	経常外支出⑥
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	経常外収支尻⑦（⑤－⑥）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	総合収支尻⑧（④＋⑦）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	翌月繰越高⑨（①＋⑧）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


６．今後３ヶ年の資金繰り（２年目）※助成金は精算払いになりますので、助成金支払時まで助成金相当額の負担が必要になります。　（単位：千円）

	
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月
	１０月
	１１月
	１２月
	１月
	２月
	３月
	合　計

	
	前月繰越高①
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	経常収入
	現金売上高
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	売掛金回収
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	受取手形入金
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	受取手形割引
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	雑収入・その他
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	経常収入計②
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	経常支出
	現金仕入支払
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	買掛金支払
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	支払手形決済
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	人件費・諸経費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	支払利息・雑支出
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	経常支出計③
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	経常収支尻④（②-③）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	経常外収入
	短期借入金
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	長期借入金
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	増資・その他
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	経常外収入⑤
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	経常外支出
	短期借入金返済
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	長期借入金返済
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	設備費・その他
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	経常外支出⑥
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	経常外収支尻⑦（⑤－⑥）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	総合収支尻⑧（④＋⑦）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	翌月繰越高⑨（①＋⑧）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


６．今後３ヶ年の資金繰り（３年目）※助成金は精算払いになりますので、助成金支払時まで助成金相当額の負担が必要になります。　（単位：千円）

	
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月
	１０月
	１１月
	１２月
	１月
	２月
	３月
	合　計

	
	前月繰越高①
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	経常収入
	現金売上高
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	売掛金回収
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	受取手形入金
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	受取手形割引
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	雑収入・その他
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	経常収入計②
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	経常支出
	現金仕入支払
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	買掛金支払
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	支払手形決済
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	人件費・諸経費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	支払利息・雑支出
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	経常支出計③
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	経常収支尻④（②-③）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	経常外収入
	短期借入金
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	長期借入金
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	増資・その他
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	経常外収入⑤
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	経常外支出
	短期借入金返済
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	長期借入金返済
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	設備費・その他
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	経常外支出⑥
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	経常外収支尻⑦（⑤－⑥）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	総合収支尻⑧（④＋⑦）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	翌月繰越高⑨（①＋⑧）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


７．資金調達計画（平成２０年度）

（１）資金調達内訳
	区　分
	金　　額(円)
	資金の調達先
	区　分
	金　　額(円)
	資金の調達先

	自己資金
	
	
	その他
	
	

	借入金
	
	
	
	
	

	助成金
	
	(財)にいがた産業

創造機構
	合　計
	
	


※助成金は精算払いになりますので、認定初年度の助成金交付はありません。

（２）資金支出内訳
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にいがた・ニュー・エジソン育成事業

創業事業計画　概略図　　　　　　　　　　　　　　　候補者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	創業テーマ






①創業の目的・背景





⑤事業化に向けての協力体制





②技術・アイデアの内容





③技術・アイデアの事業化方針





④業界状況と販売の動向





⑥事業実施上の問題点・リスク





⑦事業の強み・他に類のない独創的な部分





・「経費区分」は、事業拠点開設費、事業促進費をいい、経費区分ごとに小計　


　欄を設けること。


・「名称」とは、機械設備名、原材料名等それぞれの品名等をいう。


・「積算内訳」は単価、数量（人数）等を明確にして積算すること。


・「助成金交付要望額」は、経費区分（事業拠点開設費、事業促進費）ごとに　


記載し、補助対象経費の 2/3の範囲内になるように金額を割り振ること。　　


なお「助成金交付要望額」の上限は ２00万円であること。


・人件費は時間給に時間数を乗じた額とする。なお、時間給は 2,000円を上　　


　限とし、１人当たり年間 1,800時間を上限とする。





売上で得た資金（内部留保）は「自己資金」としてください。





今後３ヶ年に導入予定の土地・建物・機械・装置等（償却の対象となるもの）について記載すること。





見　　　本


（提出時、赤い文字の部分は削除してください）





資金調達の小計と資金需要の小計が同額になるように記入してください








